
長崎市建設工事等検査要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

３４条の２第１項の規定により実施する建設工事又は建設工事若しくは

樹木保護管理（除草を除く。以下同じ 。） に係る業務委託（以下「工事

等」という 。） の給付の完了の確認をするための検査について、長崎市

契約規則（昭和３９年長崎市規則第２６号。以下「規則」という 。） 第

４０条第２項の規定により行う検査を適性かつ効率的に執行するため必

要な事項を定めるものとする。  

 （検査職員）  

第２条 規則第４０条に規定する検査職員（以下「検査職員」という 。）

は、次の各号に掲げるとおりとし、当該各号に定める職員をもって充て

る。 

⑴  専門検査職員  財務部検査指導室の検査職員  

⑵  指定検査職員  財務部検査指導室長（以下「検査指導室長」とい

う 。） が必要とする場合において、行政職給料表の職務の級５級又は

４級（再任用職員を除く 。） の職員のうちから検査指導室長が指名し

た者。ただし、検査職員に対し検査業務が一時に集中し、検査を速や

かに行うことが困難なときにあっては、市長が認める職員のうちから

検査指導室長が指名することができるものとする。  

２ 検査職員が行う工事等の検査は、次の各号に掲げる検査職員の区分に

応じ、当該各号に定めるとおりとする。  

⑴ 専門検査職員  次に掲げる検査  

  ア 契約金額が１件１３０万円を超える建設工事の検査  

  イ 契約金額が１件５０万円を超える建設工事に係る業務委託の検査  



  ウ 樹木保護管理に係る業務委託（制限付一般競争入札により契約を

締結したものに限る。）の検査 

エ その他検査指導室長が必要と認めた工事等の検査 

 ⑵ 指定検査職員 前号に掲げる検査以外の工事等の検査及び検査指導

室長が必要と認めた工事等の検査  

 （工事等の検査の種類）  

第３条 工事等の検査の種類は、次のとおりとする。  

 ⑴ 完成検査又は完了検査（工事等が完成し、又は完了したときに行う

検査をいう 。）  

 ⑵ 既済部分検査（契約に基づき、受注者から部分払いの請求があった

とき又は契約の解除その他市長が必要と認めた場合における工事等の

既済部分に対して行う検査をいう 。）  

⑶ 指定部分完成検査（設計図書において工事の完成に先立って引渡し

を受けるべきことを指定した部分がある場合において、当該部分が完

成したときに行う検査をいう 。）  

⑷ 指定部分完了検査（設計図書において業務委託の完了に先立って引

渡しを受けるべきことを指定した部分がある場合において、当該部分

が完了したときに行う検査をいう 。）  

⑸ 中間検査（完成検査時に出来形、品質の確認が困難である場合、工

事等の施工過程において検査をいう 。）  

 （検査計画）  

第４条 検査指導室長は、工事等の契約を締結したときは、その内容を検

査計画・記録表（第１号様式）に記載し、当該工事等の検査を担当する

検査職員を選定するとともに、検査計画を立てなければならない。  

２ 前項の規定は、契約の変更及び解除に準用する。  



 

 （検査の実施）  

第５条 検査職員は、設計図書に基づき、あらかじめ当該工事等の内容に

ついて把握し、規則第４２条の規定に基づき厳正かつ公正に検査するも

のとする。  

２ 前項の検査に必要な基準は、別に定める。  

３ 検査職員は、地下、水中工事等で外部から確認し難い部分並びに既済

部分検査、指定部分完成検査及び指定部分完了検査で確認した部分の検

査については、監督職員から施工の状況を聴くとともに工事写真等の記

録に基づいて施工の適否を判定することができる。  

４ 検査職員は、地下、水中工事等で外部から確認し難い部分が想定され

る重要な工事については、中間検査及び指導を行うことができる。  

 （検査の手続）  

第６条 工事等の担当課長は、受注者から工事完成通知書、完了通知書、

既済部分検査申込書、指定部分完成通知書又は指定部分完了通知書が提

出されたときは、関係書類を添え検査指導室長に検査を依頼するものと

する。 

２ 検査指導室長は、工事等の検査の依頼を受けたときは、速やかに当該

工事等の検査日及び検査職員の氏名を次に掲げる検査通知書の様式によ

り、当該工事等の担当課長に通知するものとする。  

⑴ 工事完成検査通知書（第２号様式）  

 ⑵ 業務委託完了検査通知書（第２号様式の２）  

 ⑶ 工事中間検査通知書（第２号様式の３）  

 ⑷ 業務委託中間検査通知書（第２号様式の４）  

 ⑸ 工事既済部分検査通知書（第２号様式の５）  



 ⑹ 業務委託既済部分検査通知書（第２号様式の６）  

 ⑺ 工事指定部分完成検査通知書（第２号様式の７）  

 ⑻ 業務委託指定部分完了検査通知書（第２号様式の８）  

３ 工事等の担当課長は、前項の通知を受けたときは、速やかに検査日に

ついて、当該工事等を担当する監督職員及び受注者に通知するものとす

る。 

４ 検査指導室長は、中間検査を実施しようとするときは、少なくとも検

査実施日の前日までに当該工事等の担当課長に通知するものとする。 

 （検査の準備）  

第７条 監督職員及び受注者は検査に当たり、次に掲げる準備をしなけれ

ばならない。  

⑴ 契約関係書類  

 ⑵ 工事等の施工又は履行に関する記録  

 ⑶ 設計図書で定めた検査に必要な措置  

 ⑷ 検査に必要な機器及び設備  

 ⑸ その他参考となる資料  

 （検査の立会）  

第８条 検査職員は、検査の実施に当たっては、規則第４２条の規定によ

り監督職員及び受注者又はその代理人その他必要と認められる者を立ち

会わせなければならない。この場合において、検査指導室長が必要と認

める場合は、当該検査に係る工事等に関係する職員を立ち会わせること

ができる。  

２ 前項の場合において、受注者又はその代理人がやむを得ない事由によ

り検査に立会えない場合は、立会わせることなく検査を実施することが

できる。 



（検査の中止）  

第９条 検査職員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、検査を中止

し、検査指導室長に報告しなければならない。  

⑴ 受注者が、前条第１項に規定する検査の立会を拒んだとき。  

⑵ 受注者又はその代理人若しくは使用人が検査職員の指示に従わない

とき又は検査職員の職務の執行を妨げたとき。  

⑶ 天災その他不可抗力により、検査を行うことができないとき。  

 （検査の委託）  

第１０条 検査指導室長は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の１５第４項の規定に基づき、本市の検査職員以外の者に検

査を委託する場合は、市長の承認を得て、これを行うものとする。  

２ 検査指導室長は、前項の規定により検査を委託したときは、委託を受

けた者をしてその検査結果について検査報告書その他検査の内容を明確

にした書類を提出させるものとする。  

３ 前項の規定による検査の執行に検査指導室長が必要と認めたときは、

専門検査職員を立ち会わせることができる。  

 （検査に関する助言及び指導）  

第１１条 検査職員は、特に困難と認める検査又は検査方法等について、

技術担当の部長に対し、技術上の助言及び指導を求めることができる。  

 （検査の報告）  

第１２条 検査職員は、完成検査、完了検査、既済部分検査、指定部分完

成検査及び指定部分完了検査を終了したときは、規則第４３条の規定に

基づき、その結果を次に掲げる検査報告書の様式により市長に報告しな

ければならない。  

⑴ 工事検査報告書（完成検査）（第３号様式）  



⑵ 業務委託検査報告書（完了検査）（第３号様式の２）  

⑶ 工事検査報告書（既済検査）（第３号様式の３）  

⑷   業務委託検査報告書（既済検査）（第３号様式の４）  

⑸ 工事検査報告書（指定部分完成検査）（３号様式の５）  

⑹ 業務委託検査報告書（指定部分完了検査）（３号様式の６）  

２ 検査職員は、検査の結果、修補（軽易な手直しを除く 。） を必要と認

めたときは、受注者に対し、工事修補指示書（第３号様式の７）又は業

務修補指示書（第３号様式の８）により修補期限を指定して指示すると

ともに、その写しを工事等の担当課長に送付するものとする。  

３ 工事等の担当課長は、前項の規定に基づき受注者から修補に係る工事

完成通知書又は完了通知書が提出されたときは、関係書類を添え検査指

導室長に再検査を依頼するものとする。この場合において、検査の事務

及び方法は、第６条から第８条までの規定を準用する。  

４ 検査職員は、中間検査を行ったときは工事検査報告書（中間検査）

（第３号様式の９）又は業務委託検査報告書（中間検査）（第３号様式

の１０）により、その結果を市長に報告しなければならない。  

５ 検査指導室長は、第１項及び前項の報告終了後、速やかにその報告書

を当該工事等の担当課長に送付するものとする。  

 （工事等の成績評定）  

第１３条 検査職員及び監督職員は、工事等の完成又は完了確認後、速や

かに別に定めるところにより当該工事等の成績を評定するものとする。  

 （検査事務の整理）  

第１４条 検査指導室長は、検査に必要な帳簿を備えて、検査の記録を整

備しておくものとする。  

 



 （委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、検査職員の検査について必要な

事項は財務部長が別に定める。  

   附 則 

 （施行期日）  

１ この要綱は、昭和６０年１月１日から施行する。  

 （長崎市建設工事検査要綱の廃止）  

２ 長崎市建設工事検査要綱（昭和５６年１２月１日施行）は、廃止する。  

   附 則 

 この要綱は、昭和６２年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成３年８月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成５年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成６年９月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成１０年１２月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成１４年６月３日から施行する。  

   附 則 



 この要綱は、平成１５年７月２４日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成１７年４月５日から施行する。  

   附 則（平成１８年３月２８日告示第１９４号）  

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

   附 則（平成１９年４月１０日告示第２８２号）  

 この要綱は、平成１９年４月１０日から施行する。  

附 則（平成２０年３月３１日告示第２９２号の２）  

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則（平成２１年３月１３日告示第１３９号）  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則（平成２３年３月３１日告示第２２９号）  

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

附 則（平成２３年７月２９日告示第５６８号）  

 この要綱は、平成２３年８月１日から施行する。  

附 則（平成２４年５月１日告示第３４８号）  

 この要綱は、平成２４年５月１日から施行する。  

附 則（平成２６年７月３日告示第４５４号）  

 この要綱は、平成２６年７月３日から施行する。  

附 則（平成２８年３月３０日告示第１７５号）  

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則（令和２年１１月２５日告示第６４７号） 

 この要綱は、令和２年１１月２５日から施行する。  

附 則（令和４年３月２５日告示第１４６号） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  



附 則（令和６年３月２８日告示２２４号） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  


